
平成 12年 12月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 2月 19日

上   場   会   社   名    帝国石油株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号    1601 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部文書課長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　渡辺　毅 TEL (03) 3466 - 1237
決算取締役会開催日　　平成 13年 2月 19日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 3月 29日

１. 12年 12月期の業績（平成 12年 1月 1日 ～ 平成 12年 12月 31日）
(1)経営成績 (注） 百万円未満を切り捨てて表示している。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 12月期 56,553 37.3 6,210 △ 2.8 6,811 13.3

11年 12月期 41,180 13.3 6,392 △ 1.1 6,010 △ 0.6

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 12月期 5,106 18.9 17.13 － 4.7 4.8 12.0

11年 12月期 4,294 27.7 16.13 － 4.3 4.7 14.6

(注)①期中平均株式数 12年 12月期    298,056,721 株          11年 12月期    266,200,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 12月期 5.50 2.75 2.75 1,683 33.0 1.5

11年 12月期 5.50 2.75 2.75 1,464 34.1 1.5

（注）12年 12月期期末配当金の内訳　　　記念配当　             0円   00銭、　特別配当　             0円   00銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 12月期 154,364 115,576 74.9 377.54

11年 12月期 131,722 100,414 76.2 377.21

（注）期末発行済株式数　12年 12月期    306,130,000　株　　　11年 12月期    266,200,000株

２. 13年 12月期の業績予想（ 平成 13年 1月 1日  ～  平成 13年 12月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 29,900 5,700 4,600 2.75 － －

通　　期 57,400 6,500 5,400 － 2.75 5.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             17円  64銭
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添 付 資 料 
 

 

１．経１．経１．経１．経    営営営営    成成成成    績績績績    

(1)(1)(1)(1)当期の概況当期の概況当期の概況当期の概況    

当期におけるわが国の経済は、民間設備投資が増加したものの、公共投資が落

ち込んだほか、雇用･所得環境の改善が遅れる中で個人消費も横ばいを続けるなど、

本格的な景気回復には至りませんでした。 

この間、国際原油価格は、ＯＰＥＣの４回にわたる増産にもかかわらず、米国を

中心とする石油在庫の低水準等を背景に総じて高値で推移しましたが、12 月には

供給過剰感が高まり急落いたしました。国内におきましても原油価格は上昇傾向を

たどりましたが、石油製品価格につきましては、激しい販売競争もあって原油価格

の上昇分が十分転嫁されるには至りませんでした。一方、国産天然ガス価格をとり

まく環境は、規制緩和等を背景に依然として厳しい状況下にあります。 

かかる環境の中で、当社は長期安定的なエネルギーの供給を目指し、国内外にお

ける積極的な探鉱、開発を展開するとともに、天然ガスの供給インフラ拡充と新規

需要開拓に取り組むなど、経営基盤の強化に向けて努力を傾注してまいりました。 

また、当社は、石油・天然ガス事業の上流から下流にわたる総合的な競争力の強

化と新たな事業展開を目的として、昨年２月に日石三菱㈱及び日本石油開発㈱との

間で包括的な資本・業務提携を行うことに合意し、米国メキシコ湾、マレーシアに

おける探鉱開発事業など提携の具体化を進めてまいりました。 

当期の業績につきましては、売上高は、天然ガスの販売数量の増加と石油製品の

販売価格の上昇に加え、子会社 帝石トッピング・プラント㈱のオイルタ－ミナル

を通じ、他社石油製品の入出荷業務の受託を開始したことに伴い仕入販売が大幅に

増加したため、前期に比較して 37％増収の 566 億円となりました。営業利益では、

石油製品にかかる売上原価並びに新東京ラインの減価償却費及び探鉱費等費用の

増加により、前期に比較して３％減益の 62 億円となりました。 

経常利益は、営業外費用で有価証券評価損並びに廃鉱費用引当金繰入額等の減少

があり、前期に比較して 13％増益の 68 億円となりました。当期純利益につきまし

ては、新会計基準導入に備えた退職給与引当金の計上基準変更に伴う特別損失 20

億円がありましたものの、前期計上した特別損失が発生しなかったこと、また過年

度償却債権取立益等の特別利益が大きく増加したことなどにより、前期比 19％増

益の 51 億円となりました。 

なお、当期の利益配当金につきましては、前期と同様１株につき年５円 50 銭（中

間配当金２円 75 銭、期末配当金２円 75 銭）を予定しております。この結果、当期

は、配当性向 33.0％、株主資本当期純利益率 4.7％、株主資本配当率 1.5％となり

ます。 



 

－2－ 

 

(2)(2)(2)(2)次期の見通し次期の見通し次期の見通し次期の見通し    

次期の業績につきましては、売上高は、当期に比較して８億円増収の 574 億円と

予想しております。これは、石油製品並びに天然ガスの販売数量が増加するためで

あります。支出面では、探鉱費が減少することなどにより、営業利益は当期に比較

して 22％増益の 76 億円となります。 

また、経常利益は海外投資等損失引当金繰入額が増加することなどにより、５％

減益の 65 億円と予想しております。純利益につきましては、債務保証損失引当金

戻入額等の特別利益が減少するものの、当期計上した特別損失が発生しませんので、

当期と比較して６％増益の 54 億円となる見込みであります。 
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　　　　　２．                    貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

当　　　期 前　　　期期　　別　　

　科　　目  （平成12年12月31日現在）  （平成11年12月31日現在）
　比 較 増 減

　　（　資　産　の　部　）

　流   動   資   産 　　　　　６６，８３４ 　　　　　５４，５９８ 　　　１２，２３６

　　現 金 及 び 預 金 　　　　　１４，９８６ 　　　　　　９，９７６ 　　　　５，０１０

　　売 掛 金 　　　　　　７，４１４ 　　　　　　７，５７６ 　　　　　△１６２

　　有 価 証 券 　　　　　３６，１１９ 　　　　　２８，７８４ 　　　　７，３３５

　　製 品 　　　　　　２，７０８ 　　　　　　２，４８０ 　　　　　　２２８

　  石 油 精 製 委 託 品 　　１８２ 　　　　　　　　１０４ 　　　　　　　７８

　　諸 作 業 勘 定 ２，２２４ 　　　　　　　　６１０ 　　　　１，６１４

　　貯 蔵 品 　　　　　　　　６１９ 　　　　　　　　５８５ 　　　　　　　３４

　　前 渡 金 　　　　　　　　　　８ 　　　　　　　　　　６ 　　　　　　　　２

　　前　　　払　　　費　　　用 　　　　　　　　　　９ 　　　　　　　　　　４ 　　　　　　　　５

　　短 期 債 権 　　　　　　１，３５５ 　　　　　　３，８０１ 　　　△２，４４６

　　繰 延 税 金 資 産 　　　　　　　　　４１ － 　　　　　　　４１

　　そ の 他 の 流 動 資 産 　　　　　　１，１９７ 　　　　　　　　７１８ 　　　　　　４７９

　　貸 倒 引 当 金 　　　　　　　　△３４ 　　　　　　　　△５１ 　　　　　　　１７

　固 定 資 産 　　　　　８７，５３０ 　　　　　７７，１２３ 　　　１０，４０７

　　有 形 固 定 資 産 　　　　　６７，９９６ 　　　　　６３，５１０ 　　　　４，４８６

　　　建 物 　　　　　　６，４２８ 　　　　　　６，５５４ 　　　　　△１２６

　　　構 築 物 　　　　　３８，７４０ 　　　　　３７，３９９ 　　　　１，３４１

　　　坑 井 　　　　　　　　６９５ 　　　　　　１，７８８ △１，０９３

　　　機 械 及 び 装 置 　　　　　　７，４８０ 　　　　　　８，３０６ 　　　　　△８２６

　　　車 輛 運 搬 具 　　　　　　　　　２７ 　　　　　　　　　２０ 　　　　　　　　７

　　　工 具 器 具 備 品 　　　　　　　　１３６ 　　　　　　　　１５１ △１５

　　　土 地 　　　　　　５，２９２ 　　　　　　４，２８９ 　　　　１，００３

　　　探 鉱 勘 定 　　　　　　　　２６６ 　　　　　　　　２６６ 　　　　　　　　－

　　　建 設 仮 勘 定 　　　　　　８，８６６ 　　　　　　４，７２６ 　　　　４，１４０

　　　削 井 仮 勘 定 　　　　　　　　　６１ 　　　　　　　　　　５ 　　　　　　　５６

　　無 形 固 定 資 産 　　　　　　　　７７２ 　　　　　　　　６９６ 　　　　　　　７６

　　　鉱 業 権 　　　　　　　　　　３ 　　　　　　　　　　３ 　　　　　　　　－

　　　諸 利 用 権 　　　　　　　　２６２ 　　　　　　　　５５０ 　　　　　△２８８

　　　ソ フ ト ウ ェ ア ３６６ 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　３６６

　　　その他の無形固定資産 　　　　　　　　１４０ 　　　　　　　　１４２ 　　　　　　　△２

　　投 資 等 　　　　　１８，７６２ 　　　　　１２，９１６ 　　　　５，８４６

　　　投 資 有 価 証 券 　　　　　１９，８９７ 　　　　　１８，２１８ 　　　　１，６７９

　　　子 会 社 株 式 　　　　　１４，７９５ 　　　　　１３，３８４ １，４１１

　　　長 期 貸 付 金 　　　　　　　　３６７ 　　　　　　　　３８７ 　　　　　　△２０

　　　長 期 前 払 費 用 　　　　　　　　　２１ 　　　　　　　　　１９ 　　　　　　　　２

　　　そ の 他 の 投 資 　　　　　　　　６８６ 　　　　　　　　９０２ 　　　　　△２１６

　　　貸 倒 引 当 金 　　　　　　　　　△４ 　　　　　　　△１１４ 　　　　　　１１０

　　　海外投資等損失引当金 　　　　△１７，００１ 　　　　△１９，８８１ 　　　　２，８８０

　　資 産 合 計 　　　　１５４，３６４ 　　　　１３１，７２２ 　　　２２，６４２
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　　　　　　                         貸 借 対 照 表 （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

当　　　期 前　　　期　　　　　　　　　　期　　　別　

　科　　　目　　　　　　　　　　  （平成12年12月31日現在）  （平成11年12月31日現在）
　比 較 増 減

　　（ 負 債 の 部 ）

　流 動 負 債 　　　　　１８，４９３ 　　　　　１２，３７１ 　　　　６，１２２

　　買 掛 金 　　　　　　２，０７５ 　　　　　　１，９３９ 　　　　　　１３６

　　短 期 借 入 金 　　　　　　　　３８０ 　　　　　　　　３８０ 　　　　　　　　－

　　一年内返済予定長期借入金 　　　　　　１，１９５ 　　　　　　１，３８８ 　　　　　△１９３

　　未 払 金 　　　　　１１，７２３ 　　　　　　６，４１８ 　　　　５，３０５

　　未 払 法 人 税 等 　　　　　　　　６９８ 　　　　　　　　２１７ 　　　　　　４８１

　　未 払 事 業 所 税 　　　　　　　　　１３ 　　　　　　　　　１４ 　　　　　　　△１

　　未 払 費 用 　　　　　　１，９００ 　　　　　　１，８３３ 　　　　　　　６７

　　前 受 金             　　３５５             　　　　０ 　　　　　　３５５

　　預 り 金 　　　　　　　　１５１ 　　　　　　　　１４１ 　　　　　　　１０

　　そ の 他 の 流 動 負 債 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　３７ 　　　　　　△３７

　固 定 負 債 　　　　　２０，２９４ 　　　　　１８，９３７ 　　　　１，３５７

　　長 期 借 入 金 　　　　　１０，６０９ 　　　　　１１，４０５ 　　　　　△７９６

　　繰 延 税 金 負 債 　　　　　　１，０９６ 　　　　　　　　　　－ １，０９６

　　退 職 給 与 引 当 金             　　　　　　６，５９０ 　　　　　　４，９６３ 　　　　１，６２７

　　廃 鉱 費 用 引 当 金    　　　　　　 ７３２    　　　　　　 ９１３ △１８１

　　債 務 保 証 損 失 引 当 金  　　　　　 　　　　－  　　　　　 １, ４４５ △１，４４５

　　そ の 他 の 固 定 負 債 　　　　　　１，２６４ 　　　　　　　　２０７ 　　　　１，０５７

　　　負 債 合 計 　　　　　３８，７８７ 　　　　　３１，３０８ 　　　　７，４７９

　　（ 資 本 の 部 ） 　　　　　　　　

　資 本 金 　　　　　１９，５７９ 　　　　　１３，３１０ 　　　　６，２６９

　法 定 準 備 金 　　　　　１４，４４９ 　　　　　　８，０５７ 　　　　６，３９２

　　資 本 準 備 金 　　　　　１１，２２２ 　　　　　　４，９９３ 　　　　６，２２９

　　利 益 準 備 金 　　　　　　３，２２７ 　　　　　　３，０６３ 　　　　　　１６４

　剰 余 金 　　　　　８１，５４７ 　　　　　７９，０４６ 　　　　２，５０１

　　探 鉱 準 備 金 　　　　　１１，５８０ 　　　　　１６，４５３ 　　　△４，８７３

　　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金　 　　　　　　　　２０９ 　　　　　　　　３６４ 　　　　　△１５５

　　特 別 償 却 準 備 金 　　　　　　　　　５５ 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　５５

　　別 途 積 立 金 　　　　　５９，７００ 　　　　　５７，１００ 　　　　２，６００

　　当 期 未 処 分 利 益 　　　　　１０，００３ 　　　　　　５，１２８ 　　　　４，８７５

　　〔 当 期 純 利 益 〕 　　　　〔　５，１０６〕 　　　　〔　４，２９４〕    〔 　　　８１２〕

　　　資 本 合 計 　　　　１１５，５７６ 　　　　１００，４１４ 　　　１５，１６２

　　負 債 及 び 資 本 合 計 　　　　１５４，３６４ 　　　　１３１，７２２ 　　　２２，６４２
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　　　　　３．            損 益 計 算 書

　　　　　　　（金額単位：百万円）

当　　　期 前　　　期

　 自　平成12年１月１日 　 自　平成11年１月１日

　　　　　　　　　　　　　　期　　　別

　

　科　　　目    至　平成12年12月31日 　 至　平成11年12月31日

　比 較 増 減

営 業 収 益　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　５６，５５３

　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　４１，１８０

　　　　
　１５，３７３

　　売 上 高              　　　　　　５６，５５３ 　　　　　　４１，１８０ 　１５，３７３

営　　　業　　　費　　　用 　　　　　　５０，３４３ 　　　　　　３４，７８７ 　１５，５５６

　　売 上 原 価              　　　　　　３５，３１２ 　　　　　　２１，７９５ 　１３，５１７

　　探 鉱 費              　　　　　　　３，０２０ 　　　　　　　２，３９４ 　　　　６２６

　　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              　　　　　　１２，００９ 　　　　　　１０，５９８ 　　１，４１１

営
業
損
益
の
部

　　営 業 利 益 　　　　　　　６，２１０ 　　　　　　　６，３９２ 　　　△１８２

営　　業　　外　　収　　益 　　　　　　　１，９５７ 　　　　　　　１，９３９ 　　　　　１８

　　受 取 利 息 及 び 割 引 料              　　　　　　　　　２２７ 　　　　　　　　　３２８ 　　　△１０１

　　受 取 配 当 金              　　　　　　　　　５０３ 　　　　　　　　　５３３ 　　　　△３０

　　受 取 歩 油 及 び 歩 ガ ス 代              　　　　　　　　　６６８ 　　　　　　　　　６１５ 　　　　　５３

　　そ の 他 の 営 業 外 収 益              　　　　　　　　　５５７ 　　　　　　　　　４６２ 　　　　　９５

営　　業　　外　　費　　用 　　　　　　　１，３５６ 　　　　　　　２，３２２ 　　　△９６６

支 払 利 息 及 び 割 引 料              　　　　　　　　　３２２ 　　　　　　　　　１３３ 　　　　１８９

海外投資等損失引当金繰入額              　　　　　　　　　６８５ 　　　　　　　　　７６２       　△７７

廃 鉱 費 用 引 当 金 繰 入 額              　　　　　　　　　　８５ 　　　　　　　　　３２２ 　　　△２３７

有 価 証 券 評 価 損              　　　　　　　　　　４９ 　　　　　　　　　３７９ 　　　△３３０

そ の 他 の 営 業 外 費 用              　　　　　　　　　２１３ 　　　　　　　　　７２５ △５１２

経

常

損

益

の

部

営

業

外

損

益

の

部

　　経 常 利 益 　　　　　　　６，８１１ 　　　　　　　６，０１０ 　　　　８０１　

特 別 利 益 　　　　　　　１，４９１ 　　　　　　　　　２７４ 　　１，２１７

　　過 年 度 償 却 債 権 取 立 益              　　　　　　　　　７０２ 　　　　　　　　　２５５ 　　　　４４７

　　固 定 資 産 売 却 益              　　　　　　　　　３７８ 　　　　　　　　　　１９ 　　　　３５９

　　債務保証損失引当金戻入額              　　　　　　　　　３７７ 　　　　　　　　　　　－ 　　　　３７７

　　貸 倒 引 当 金 戻 入 額              　　　　　　　　　  ３３ 　　　　　　　　　  　－ 　　　　　３３

特　　　別　　　損　　　失 　　　　　　　２，０４２ 　　　　　　　１，６４５ 　　　　３９７

　　過年度退職給与引当金繰入額              　　　　　　　２，０４２ 　　　　　　　　　　　－ 　　２，０４２

　　過年度役員退職慰労引当金繰入額 　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　９７５ 　　　△９７５　

特

別

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　固 定 資 産 臨 時 償 却 費              　　　　　　　　　　　－ ６６９ 　　　△６６９

税 引 前 当 期 純 利 益 　　　　　　　６，２６０ 　　　　　　　４，６４０ 　　１，６２０
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ９１７ ３４６ 　　　　５７１
法 人 税 等 調 整 額 　　　　　　　　　２３６ 　　　　　　　　　　　－ 　　　　２３６

当 期 純 利 益 　　　　　　　５，１０６ 　　　　　　　４，２９４ 　　　　８１２

前 期 繰 越 利 益             　１，６１８ 　　　　　　　１，６３９ 　　　　△２１

過 年 度 税 効 果 調 整 額 　　　　　　　　△８１８ － △８１８

税効果会計適用に伴う探鉱準備金取崩高 　　　　　　　４，８７３ － ４，８７３

税効果会計適用に伴う固定資産圧縮積立金取崩高 　　　　　　　　　１１８ － １１８

税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩高 　　　　　　　　　　３１ － ３１

中 間 配 当 額 　　　　　　　　　８４１ 　　　　　　　　　７３２ １０９

利 益 準 備 金 積 立 額 　　　　　　　　　　８４ 　　　　　　　　　　７３ １１

当 期 未 処 分 利 益 　　　　　　１０，００３ 　　　　　　　５，１２８ ４，８７５
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                               貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 に つ い て の 注 記 

 

１．重要な会計方針  

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法      

取引所の相場のある有価証券     移動平均法による低価法（切放し方式） 

そ の 他 の 有 価 証 券     移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製           品     移動平均法による低価法 

石 油 精 製 委 託 品     移動平均法による原価法 

貯 蔵 品     移動平均法による原価法 

諸 作 業 勘 定     個別法による原価法 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産                  定  額  法  

                          但し、坑井の減価償却については、実質的残存価額（零）ま

で償却しております。 

無 形 固 定 資 産              定  額  法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

  また、前期まで「諸利用権」に計上していた自社利用ソフト

ウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第12号 平成11年3月31日）における経過措置の適用によ

り、従来の会計処理方法を継続して採用しております。 

  但し、減価償却の方法については社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

  なお、従来「諸利用権」に含めて表示しておりました当該ソ

フトウェアについては、当期より「ソフトウェア」として独

立掲記しております。 

 
（４）繰延資産の処理方法           支出時の費用として処理しております。 

 
（５）引当金の計上基準                                     

退  職  給  与  引  当  金                  従業員については、退職金の支給に充てるため、従業員退職

手当規程に基づき、退職に係る将来支給予測額を基礎とした

現価方式による額から、適格退職年金資産残高を控除した額

を計上しております。また、役員については、退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

なお、役員に対する当期末残高７０４百万円は、商法 

第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 

 （会計処理の方法の変更） 

 従業員に係る退職給与引当金については、従来従業員退職手
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当規程に基づき、自己都合期末要支給額から適格退職年金資

産残高を控除した額を計上しておりましたが、当期より退職

に係る将来支給予測額を基礎とした現価方式による額から、

適格退職年金資産残高を控除した額を計上することとしまし

た。 

 この変更に伴い、営業費用は５５百万円増加し、また特別損

失は過年度発生額を計上したため２，０４２百万円増加して

おります。 

 

廃 鉱 費 用 引 当 金               今後発生する廃鉱費用の支出に備えるため、廃鉱計画に基づ

き当該費用の見積額を期間を基準に計上しております。この

廃鉱費用引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金で

あります。 

 

貸 倒 引 当 金               債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定める限

度額（法定繰入率）のほか、債権の回収の可能性を検討して

計上しております。 

 

海 外 投 資 等 損 失 引 当 金              資源開発関係投資の評価額の低減に対応して、投資先各社の

資産状態を検討のうえ、純資産基準により計上しております。 

 

（６）リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（７）消費税等の処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

（８）税効果会計 会社の利益と税金費用の対応関係をより適正なものとするた 

め、当期より税効果会計を適用しております。 

この結果、税効果会計を適用しない場合に比べ当期利益は 

２３６百万円減少し、当期未処分利益は３，９６７百万円増

加しております。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額             ８６，６６０百万円 （前 期 ８２，３２８百万円） 

３．保  証  債  務  残  高             ３，５７８百万円 （前 期  ３，７２５百万円） 

４．自己株式の数及び貸借対照表価額 ３，３９２株 （前 期    ７，８０７株） 

 １百万円 （前 期      ２百万円） 

５．当期における発行済株式数の増加内容 発 行 形 態           第 三 者 割 当           

発 行 株 式 数           額面普通株式 ３９，９３０千株 

発 行 価 額           １株につき ３１３円 

発 行 価 額 の 総 額           １２，４９８，０９０，０００円 

資 本 組 入 額           １株につき １５７円 

資 本 組入額の総額           ６，２６９，０１０，０００円 

割 当 先           日 石 三菱株式会社           

６．減 価 償 却 実 施 額 ５，６１２百万円 （前 期  ５，２６５百万円） 
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７．リース取引

　　　　　　　　　当　　　　　　期 　　　　　　　　　前　　　　　　期

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

　以外のファイナンス・リース取引 　以外のファイナンス・リース取引

1. 　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

 及び期末残高相当額

1. 　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

 及び期末残高相当額

取得価額
相   当   額

減価償却
累  計  額
相  当  額

期末残高
相   当   額

百万円 百万円 百万円

24　 14　 10　
機械及び
装　  　置

59　 10　 49　

車 　　  輌
運  搬  具

59　 38　 21　

工具器具
備　   　品

182　 130　 51　

合 　　計 326　 193　 132　

建 　　物

取得価額
相   当   額

減価償却
累  計  額
相  当  額

期末残高
相   当   額

百万円 百万円 百万円

24　 6　 18　
機械及び
装　  　置

21　 19　 1　

車 　　  輌
運  搬  具

59　 41　 18　

工具器具
備　   　品

334　 230　 103　

合 　　計 439　 298　 141　

建 　　物

（注）取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっている。

（注）取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっている。

2.　未経過リース料期末残高相当額

      　　　１　年　内　　　　　　　５７百万円

2.　未経過リース料期末残高相当額

      　　　１　年　内　　　　　　　６７百万円

　　　　　　１　年　超　　　　　　　７５百万円 　　　　　　１　年　超　　　　　　　７３百万円

　　　　　　　合　計　　　　　　　１３２百万円　　 　　　　　　　合　計　　　　　　　１４１百万円　　

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法によっている。

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法によっている。

3. 　支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　

　　　　　支 払 リ ー ス 料　　　　７９百万円　　　

　　　　　減価償却費相当額　　　　７９百万円

4.　減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

3. 　支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　

　　　　　支 払 リ ー ス 料　　　　９５百万円　　　

　　　　　減価償却費相当額　　　　９５百万円

4.　減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。
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　　４．            利 益 処 分 案　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　期　　　　別 当　　　　期 前　　　　期
自　平成１２年 １ 月 １ 日 自　平成１１年 １ 月 １ 日

　項　　　　目 至　平成１２年１２月３１日 至　平成１１年１２月３１日

　　当 期 未 処 分 利 益               　　　　　　１０,００３ 　　　　　　　５,１２８
探 鉱 準 備 金 取 崩 額               ５,３９８ 　　　　　　　　　　 －
固定資産圧縮積立金取崩額               　　　　　　　　　 　３ 　　　　　　　　　 ３７

　　特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額               　　　　　　　　　 　７　　　　 　 　　　　　　　　　 　－
　　　　　　　　　計 １５,４１３ 　　　　　　　５,１６６

　　                          上 記 の 金 額 を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。　

　　利 益 準 備 金               　　　　　　　　　 ９０ 　　　　　　　　　 ７９
　　利 益 配 当 金               　　　　　　　　 ８４１ 　　　　　　　　 ７３２

（　        １ 株 に つ き　２円７５銭　） （　        １ 株 に つ き　２円７５銭　）
　　役 員 賞 与 金               　　　　　　　　　 ５０ 　　　　　　　　　 ５０

（ 監 査 役 分 ６ 百 万 円 を 含 む） （ 監 査 役 分 ６ 百 万 円 を 含 む）
　　探 鉱 準 備 金               　　　　　　　２,３００ 　　　　　　　　　　 －
　　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金               　　　　　　　　 １０４ 　　　　　　　　　　 －
　　海 外 投 資 等 損 失 準 備 金               　　　　　　　　 ３７６ 　　　　　　　　　　 －
　　探 鉱 投 資 積 立 金                             ３,２５２ 　　　　　　　　　　 －
　　特 別 償 却 準 備 金               　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　 ８６　　　　　　　
　　別 途 積 立 金               　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　２,６００
　　　　　　　　　計 　　　　　　　７,０１５ 　　　　　　　３,５４７

　　次 期 繰 越 利 益               　　　　　　　８,３９８ 　　　　　　　１,６１８

５．                   部 門 別 （ 製 品 別 ） 売 上 高 明 細 表　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （金額単位：百万円）

当　　　期 前　　　期

　 自　平成１２年 １ 月 １ 日 自　平成１１年 １ 月 １ 日 　　            比 較 増 減　
   至　平成１２年１２月３１日 至　平成１１年１２月３１日

　　期　別

　部 門 別　　 数　量 　金　　額 比　　率％ 数　量 　金　　額 比　　率％ 　数　量 金　 額 　増減率％

百万ｍ３ 百万ｍ３  百万ｍ３

　天 然 ガ ス ６６１  ２７,３９８ 　４８.４ ６２０  ２６,３２７ 　６３.９ 　 ４１ 　１,０７１ 　　４.１

　千ｔ 　千ｔ 　 千ｔ

液化石油ガス 　　５  　　 ２４５ 　　０.４ 　　６  　　 ２２８ 　　０.６ 　 △１ 　　 　１７ ７.５

　千kl 　千kl 　 千kl

　原 油 　　７  　　 １４０ 　　０.３ 　１１  　　 １４４ 　　０.３ 　 △４ 　 　　△４ △２.８

　千kl 　千kl 　 千kl

　石 油 製 品 ５６０  ２８,３３０ 　５０.１ ３６２  １３,８３７ 　３３.６ １９８ １４,４９３ １０４.７

　　ｔ 　　ｔ 　 　ｔ

　ヨ ー ド ３１７       ４３９ 　　０.８ ３７０       ６４１ 　　１.６  △５３    △２０２ △３１.５

　    合 計　  ５６,５５３ １００.０  ４１,１８０ １００.０ １５,３７３ 　３７.３
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６．有 価 証 券 の 時 価 等　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　    期　　別 　　　　　当　　　　　　期 　　　　　前　　　　　　期

　　　（平成12年12月31日現在） 　　　（平成11年12月31日現在）

貸借対照表 貸借対照表
時    　価  評価損益 時    　価  評価損益

　種　　類 計　上　額 計　上　額

（１）流動資産に属するもの

　　　　　株　　　　　　式   17,860   30,654 　12,793   11,954   23,395 　11,441

　　　　　債　　　　　　券 　   518 　   519        0 　   519 　   519     △ 0

　　　　　        そ の 他　 　 3,000 　 3,025 　    25 　 3,800 　 3,823 　    23

　　　　　　小　　　　計   21,379   34,198   12,819   16,274   27,737   11,463

（２）固定資産に属するもの

　　　　　株　　　　　　式 　　　16 　　　18 　　　 1 　　　 0 　　　 7 　　　 6

　　　　　債　　　　　　券 　　  － 　　  － 　　  － 　　 611 　　 608 　　△ 3

　　　　　        そ の 他　 　　　－ 　　　－       － 　　　－ 　　　－       －

　　　　　　小　　　　計 　    16       18        1 　   612      615        2

　　　　　合　　　　　　計   21,395   34,217   12,821   16,886   28,352   11,466

　（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　      　(1) 上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所における最終価格
　　　　　(2) 店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等

(3)  気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券
　　　　　　 （(1),(2)に該当する有価証券を除く）
　　　　　(4) 非上場の証券投資信託の受益証券

日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配等

基準価格
　　　　　(5) 上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、
　　　　　　 （時価の算定が困難なものを除く） 残存償還期間等に基づき算定した価格

２． 株式には、自己株式を含めて表示している。
 なお、評価損益は次のとおりである。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    当　　　期        前　　　期
 流動資産に属するもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　    △ 0 百万円   △ 0 百万円

　　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  当　　　期　　　  前　　　期

　　　(1) 流 動 資 産　　　残存償還期間が１年以内の非上場の内国債券　　2,982 百万円　　　　218 百万円

                                      　非上場の外国債券　　　　　　　　　　　　　　1,307 百万円    　  899 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　割引金融債　　　　　　　　　　　　　　　　　2,330 百万円　　　4,874 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マネー・マネージメント・ファンド　　　　　  5,017 百万円      4,819 百万円

                                        フリー・ファイナンシャル・ファンド　　　　  3,101 百万円      　200 百万円

                                        コマーシャルペーパー        　　　　       　  － 百万円      1,497 百万円

     　　　(2) 固 定 資 産　　　 残存償還期間が１年以内の非上場の内国債券      611 百万円　　　 　－ 百万円

店頭売買株式を除く非上場株式　　　　　　　 34,062 百万円　　 30,488 百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち関係会社株式）　　　　　　　　　　　(23,152 百万円) 　(23,452 百万円)

                                      　非上場の外国債券　　　　　　　　　　　　　  　 － 百万円　　　　500 百万円

７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　　　　　　　　　

　　　　　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はない。


